
熊本県自立経営体育成資金事務取扱要領 

（趣旨） 

第１ この要領は他産業並みの労働時間で、他産業従事者とそん色のない生涯所得が確保できるよう

な自立経営体の育成を図るために必要な自立経営体育成資金の融通にかかる事務取り扱いに関し

必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２ この要領において「自立経営体育成資金」とは、効率的・安定的な経営体を目指して、農業経

営基盤強化促進法等に基づく認定にかかる農業経営改善計画等を達成しようとする農業者に対し

て融通する長期資金である農業経営基盤強化資金実施要綱（平成６年６月２９日付け６農経Ａ第

６６５号農林水産事務次官依命通知）に定める農業経営基盤強化資金（以下「農業経営基盤強化

資金」という。）のうち、同要綱第４に定めるものへの上乗せ利子助成金であって、第３に掲げ

る融資対象者が借り受ける資金とする。 

 

（融資対象者） 

第３ 自立経営体育成資金の融資対象者は次に掲げる者とする。 

   特別融資制度推進会議設置要綱（平成１３年９月１２日付け１３経営第２９３１号農林水産事

務次官依命通知）に基づく特別融資制度推進会議（以下「推進会議」という。）により経営改善

資金計画の認定を受けた者。 

 

（融資機関） 

第４ 自立経営体育成資金の融資を取り扱う金融機関（以下「融資機関」という。）は、次の各号に

掲げるとおりとする。 

 １ 農業協同組合及び農業協同組合連合会 

 ２ 株式会社日本政策金融公庫（以下「公庫」という。）及びその受託機関 

 

（県の助成） 

第５ 県は市町村が融資機関を通じて借入者へ別表に掲げる利子助成率以上の率で助成を行う場合に

おいて、熊本県農業制度資金利子補給費補助金交付要項（昭和４７年１０月１９日告示第８３５

号）により市町村に対し別表に掲げる利子助成率で助成を行う。 

 ２ 知事は、自立経営体育成資金を借り受けた者が農業経営基盤強化資金実施要綱（平成６年６月

２９日付け６農経Ａ第６６５号農林水産事務次官依命通知）及びこの要領に違反したと認められ

る場合は、市町村に対し、利子助成金の全部若しくは一部の交付を打ち切り、または既に交付し

た利子助成金の全部若しくは一部の返還を命じることができるものとする。 

 

（貸付条件） 

第６ 融資機関が行う融資の条件は次に掲げるとおりとする。 

 １ 貸付金利は、農業経営基盤強化資金の貸付利率から、利子助成により実質負担利率が軽減され

た後の率とする。 

 ２ 利子助成期間は、貸付実行から当初５年以内とする。  

 ３ 利子助成率は、利子助成期間の長さに関わらず、別表のとおりとする。 

 ４ 貸付限度額は、個人１億円、法人３億円とする。 

 

（利子助成手続等） 

第７ 認定農業者は自立経営体育成資金を借り入れようとする場合、熊本県農業経営改善関係資金基

  本運営要領（以下「運営要領」という。）第３条に基づき、同要領第２条第２項第１号に定める

  窓口機関に借入申込希望書、経営改善資金計画書、農業経営改善計画書（写）及び農業経営改善

  計画認定書（写）を提出するものとし、窓口機関より農業経営基盤強化資金の融資を適当とする

  旨の通知を受けたときは、以下の各号に掲げる区分に従い、借入申込書等を提出するものとする。 

 



    (1) 公庫転貸の場合 

    借入申込書（運営要領別記第５号様式）、熊本県自立経営体育成資金利子助成承認申請書（別

   記第１号様式上段）及び委任状（別記第２号様式）を融資機関の長に提出する。 

    (2)(1)以外の場合 

    借入申込書（運営要領別記第５号様式）を融資機関の長に提出するとともに、熊本県自立経

   営体育成資金利子助成承認申請書（別記第１号様式上段）を市町村長に提出する。 

２ 融資機関の長は、前項の(1)により提出された書類のうち、熊本県自立経営体育成資金利子助成

承認申請書、委任状及び融資審査等総括表（運営要領別記第４号様式）の写しを市町村長へ提出

するものとする。 

  ３ 市町村長は、前々項の(2)または前項により提出された書類を受理した場合において、利子助成

を行うことを適当と認めたときは、熊本県自立経営体育成資金利子助成補助承認申請書（別記第

１号様式下段）に融資審査等総括表の写しを添えて地域振興局長又は農政事務所長（以下「振興

局長」という。）へ提出するものとする。 

 ４ 振興局長は、前項により提出された書類を受理した場合において適当と認めたときは、熊本県

  自立経営体育成資金利子助成補助承認通知書（別記第３号様式）を市町村長へ交付する。 

 ５ 市町村長は、前項により承認書の交付を受けたときは熊本県自立経営体育成資金利子助成承認

通知書（別記第４号様式）を農業者に交付するものとする。 

なお、公庫転貸の場合にあっては融資機関を経由し、農業者に交付するものとする。 

６ 融資機関長は、資金の貸付を実行したときは、年次償還表を添付のうえ熊本県自立経営体育成

資金貸付実行報告書（別記第５号様式）を市町村長を経由し、振興局長へ翌月５日までに提出す

る。 

７ 融資機関長は、利子助成金の交付にあたっては市町村が定める利子助成金の交付要項等に基づ

き行い、利子助成金の受領後速やかに農業者の指定する口座へ振り込むものとする。 

   なお、公庫直貸の場合は、利子助成金の交付にあたっては市町村長が農業者の指定する口座へ

  振り込むものとする。 

 ８ 市町村長は県負担相当分の利子助成補助金を県へ申請する。 

 ９ 利子助成金の額は、毎年１月１日から１２月３１日までの期間における別表に掲げる助成率を

  平均融資残高（計算期間中の毎日の最高残高の総和を３６５日で除した額）に乗じて得た額の合

  計額とする。 

１０ 融資機関は、貸付金の管理状況等については県及び市町村へ報告するものとする。 

 

（資金の適正管理） 

第８ 資金の運営を適正に行うため次により資金の管理を行うものとする。 

 １ 融資機関は利子助成承認後、借入者から利子助成承認申請書に記載した事項について変更した

い旨の申し入れがあった場合には、熊本県自立経営体育成資金利子助成変更承認代理申請書（別

記第６号様式）に変更承認申請事項を記入のうえ市町村長に提出しなければならない。 

 ２ 市町村長は前項により提出された書類を受理した場合においてやむを得ないものと認めたとき

は、熊本県自立経営体育成資金利子助成補助変更承認申請書（別記第７号様式）を振興局長へ提

出するものとする。 

 ３ 振興局長は前項において提出された書類を受理した場合においてやむを得ないと認めたときは、

熊本県自立経営体育成資金利子助成補助変更承認通知書（別記第８号様式（電算様式第２５号））

を市町村長へ交付するものとする。   

 ４ 市町村長は前項により承認書の交付を受けたときは熊本県自立経営体育成資金利子助成変更承

認通知書（別記第９号様式）を融資機関に交付するものとする。 

 

（推進体制） 

第９ 資金の運営を円滑に行うため次により推進体制を整備するものとする。 

 １ 推進会議は特別融資制度推進会議設置要綱、要領例を基に設置し、県は地域振興局又は農政事

務所（農業普及・振興課）がその構成をなすものとする。 

 



 ２ 団体支援課は推進会議の運営が円滑に行われるよう推進会議に対し必要に応じ指導・助言を行

い、その実施にあたっては農林水産部関係各課及び関係機関が協力して行うものとする。 

 ３ 県は、関係機関を構成員とする運営協議会を設置し、本資金の円滑な運営を図るものとする。 

 

（雑則） 

第１０ この要領に定めるもののほか、必要事項は別に定める。 

 

 附 則 

  この要領は、平成６年９月２７日から施行する。 

 附 則 

  この要領は、平成８年４月１日から施行する。 

 附 則 

  この要領は、平成９年４月１日から施行する。 

 附 則 

  この要領は、平成１２年３月２３日から施行する。 

 附 則 

  この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 

 附 則 

  この要領は、平成１３年３月２６日から施行し、平成１３年３月１６日から適用する。 

 附 則 

  この要領は、平成１３年４月２日から施行する。 

 附 則 

  この要領は、平成１４年８月１日から施行する。 

 附 則 

  この要領は、平成１６年１月１５日から施行する。 

 附 則 

  この要領は、平成１６年５月２５日から施行する。 

 附 則 

  この要領は、平成１７年５月２４日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

 附 則 

  この要領は、平成１８年５月９日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

 附 則 

  この要領は、平成１９年１２月１９日から施行し、平成２０年１月１日から適用する。 

 附 則 

  この要領は、平成２０年１０月３日から施行し、平成２０年１０月１日から適用する。 

 附 則 

  この要領は、平成２１年６月１１日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

 附 則 

  この要領は、平成２２年５月２６日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

 附 則 

  この要領は、平成２３年５月１８日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

 

   

 



 

 
（別表） 自立経営体育成資金利子助成表

（単位：％）

日本政策金融公庫の
貸付利率

財団法人農林水産長
期金融協会の利子助
成率

市町村の利子助成率 うち県の利子助成率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

貸付利率を0%まで
引き下げる率

（単位：％）

日本政策金融公庫の
貸付利率

財団法人農林水産長
期金融協会の利子助
成率

市町村の利子助成率 うち県の利子助成率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

貸付利率×４／５に
相当する率

貸付利率×１／５に
相当する率

（Ｃ）×１／２以内

（Ａ）×４／５ （Ａ）×１／５
2%を上限 2%を上限
小数点以下第３位は四捨五入 小数点以下第３位は四捨五入

資金名

平成20年９月30日財
務省・農林水産省告
示第35号（株式会社
日本政策金融公庫法
附則第35条の規定に
基づき、同条の主務
大臣の定める利率を
定める等の件）２に
規定の利率

農業経営基
盤強化資金
（金利負担
軽減特例
分）

１　平成２１年度までに融資機関の貸付決定が行われ、
　　平成２２年４月１日以降に融通されたもの

２　平成２２年４月２３日以降に融資機関の貸付決定が行われたもの

資金名

農業経営基
盤強化資金
（金利負担
軽減特例
分）

平成20年９月30日財
務省・農林水産省告
示第35号（株式会社
日本政策金融公庫法
附則第35条の規定に
基づき、同条の主務
大臣の定める利率を
定める等の件）２に
規定の利率


